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※　参考値は，国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の値

＜市長＞－＜副市長＞
企画部 －企画課 秘書広聴課 財政課 情報政策課

全職員数
の  推  移

20,367

66,245

⑤老齢人口割合

32,066

63,822

20,800

副市長

党　派　別 公明2人，共産2人，無所属15人

議　　　　長

22

欠 員

人

②議会（平成２５年５月１４日現在）

19

岡野　一男 副議長

現議員数

31,75632,449

20,685

32,871

65,320

（Ｈ25 3 31住基人口）

303-8501

〈 ＴＥＬ 〉

一般行政職の
平均給料月額

95.3

男
平成23年4月1日

542

平成21年4月1日

103.1 参考値
※

ラスパイ
レス指数

33,098

33,438

66,536
④機構図（平成２５年４月１日現在）

19,205

576
33,290

合計

551

世帯数

人
口

④有権者数（平成２５年３月２日現在）

常住人口

地域指定

常総市水海道諏訪町3222番地3

地方公共
団体コ－ド

kikaku@city.joso.lg.jp

082112

常総市（じょうそうし）
一部事務組合加入事業

近郊整備（一部区
域）0297-23-2111

公営企業〒市章等

0297-23-2161

①沿革

＜概要＞

（平成２５年４月１日）平成１２年 平成２２年

③人口・世帯数

　首都55Km圏に位置し，市の中心を鬼怒川が流れ，南西部
には首都圏近郊緑地保全区域及び茨城県自然環境保全地
域に指定されている菅生沼がある。豊かな水辺と肥沃な大
地に恵まれている。
　つくばエクスプレスや首都圏中央連絡自動車道といった広
域交通網の整備が進むなか，本市では「健やかに ひとを育
み みどり豊かな まちづくり じょうそう」を将来の都市像に掲
げ，まちづくりを進めている。

527

国勢調査

475 384

区分百円

平成１７年
平成22年4月1日

32,955

3,226

茂田　信三

③職員数（平成２４年４月１日現在） （人）

公営事業
会計関係

全職員数
うち一般行政関係

普通会計関係

任　　　　期 人平成27年4月30日 条例定数

52

女

②地勢・風土等

就任回数

任 期たかすぎ　とおる

〈 Ｈ Ｐ 〉

昭和29年7月10日　編入（市制施行）
豊岡村 菅原村 大花羽村 三妻村 五箇村 大生村 坂手村
昭和30年3月31日　編入　真瀬村の一部
昭和30年3月31日　境界変更
昭和31年4月  1日　編入　内守谷村　菅生村
平成18年1月　1日　編入（名称変更）　石下町

〈e-mail〉

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共済　消
防災害補償　非常勤公務災害　市町村会
館　税滞納整理　ごみ処理　し尿処理　消
防救急　葬斎場　地域交流センター　総合
運動公園　養護老人ホーム　共同研修
防災センター　障害者支援施設　特別湛
水　ごみ処理施設等の周辺環境整備

http://www.city.joso.lg.jp

類型

高杉　徹

法適用（上水）
法非適用（公共下水
特定公共下水　農業集
落排水）

〈 ＦＡＸ 〉

＜行政組織＞

長

59 歳）

Ⅱ－０

〈 住所 〉

123.52

1 期目

①長等（平成２５年５月１日現在）

面積

平成28年8月2日

ｋ㎡

企画部　　　－企画課，秘書広聴課，財政課，情報政策課
総務部　　　－総務課，人事課，税務課，収税課
市民生活部－市民協働課，市民課，安全安心課，生活環境課，
　　　　　　　　　放射能対策課，人権推進課
保健福祉部－(福祉事務所)－社会福祉課，介護長寿課，いきいき支援課，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子どもすくすく課，健康保険課，保健推進課
産業労働部－農政課，商工観光課
都市建設部－道路課，都市整備課，建築課，用地管理課，産業拠点整備課，
　　　　　　　　　下水道課，水道課
石下支所　 －暮らしの窓口センター
会計管理者－会計課
＜議会＞
議会事務局
＜教育委員会＞
事務局　　　－学校教育課，生涯学習課，スポーツ振興課，指導課，
　　　　　　　　　学校給食センター，図書館
　
＜行政委員会＞
農業委員会事務局
選挙管理委員会事務局
監査委員事務局
固定資産評価審査委員会事務局
公平委員会事務局

％

％

25,973

⑤老齢人口割合

老齢人口割合

23.9

千円

8,053 千円

（Ｈ25.3.31住基人口）

％

（人・百万円）

37.8

就業人口（平成２２年国調）

302

％

32,561

3,689

53.0

％12,319

農業就業人口

17,249

うち専業農家戸数

－

③農業・工業・商業

45.6129,773

－

計

④特産物

農業
（平成２２年２月１日）

住民所得

総額・総数 284,586

273

卸・小売業
（平成２４年２月１日）

製造業
（平成２４年２月１日）

764

農家数

事業所数

3,626

事業所数

米，日本酒，煎餅，だんご，乾めん，みそ，千石きゅうり

116,449

従業者数

従業者数

5,281

（H18.4.1～19.3.31）

製造品出荷額等

年間販売額 

12,293 384,369

（H23.1.1～12.31）

2,954

％％ 1,908

総生産額（平成２２年度）

5.9

1,930 人口１人当り

2.1

億円

51.7

(百万円・人）

第１次

区分

＜産業・経済＞

25,483

第３次

第２次

④有権者数（平成２５年３月２日現在）

市町村内総生産

女男

147,238

②産業構造

6,115

億円

51,456

2,846

①生産・所得（平成２２年度）

有権者数

就業者１人当り
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91.1

［89.4］

91.6

［90.5］

87.4

［89.5］

98.8

［97.8］

15 7

243

－

人件費

170

4,426

4.6

－

9.52,814

27

か所

（百万円）

道路改良率 33.8

％73.8

H25

か所

12

①主要施策実施状況

東日本大震災により 大きな被害を受

89.1

道路舗装率公営住宅 270

汚水処理普及率

名　　称

4

公民館等

1

戸

概　 算
事業費

％

％

％

67.6

3

病院・一般診療所 か所

か所

40

上水道等普及率

期間 内　　　容

11

④市町村税の状況（平成２３年度）

(

か所

（千円・％）

徴収率
[  ]は県平均値

27.5 ）

）

か所

プ－ル

47.7 ）

4,597,726

市町村民税・個人
（構成比）

区分

）28.8

2,649,336

(

14.2

収入額

15.4

1,499,665

（

3,030,124

調定額

(

1,482,239

）

市町村民税・法人
（構成比）

＜主要施策等＞

か所

体育館

9

校

小学校 ※

園幼稚園 ※

保育所

図書館

うち繰入金

扶助費

公債費

義務的経費

投資的経費

9,648,88510,535,850

※のみ平成２４年度

28

か所

老人福祉施設

2児童館636

△ 237 △ 7.1

－

△ 5.6

736

増減率

中学校 ※ 5

14

47.9

固定資産税
（構成比）

-

5,045,090

（

校

15.3

5.2

＜公共施設整備状況＞（平成２３年度）

）

－

△ 200

歳　　入

平成２３年度決算

（千円・％）①決算収支

26,014

区分

歳　　出

平成２２年度決算

＜財政状況＞

単年度収支

3.1

-

1,181,076

-

26,014,436

24,403,531

形式収支

566,157

23,667,740

1,064,881

24,732,621

実質収支

1,610,905

1,122,249実質単年度収支 -

12.9

11.9

3,352

その他 5,125

地方交付税

9,649

4,796

地方債

1,360

3,093

うち臨財債費

国庫支出金

地方税

458

46

11.5

11,098

24,404歳　　　出

3 839

3,858

18.1

45.5

15.8

－

－

3.1

1.0

4.3

増減率

市町村税合計
（国保除く）

（百万円・％）

0.1 －

19.7 －

－

（

37.1

5.2

18.4

480

－歳　　　入

決算額 構成比

5.2

676,383

②主な歳入・歳出（平成２３年度）

5.21,282

125,756 608,164

増減額区　　分

96.8

・普通会計に関する主な指標

積立金現在高（C)

百万円25,317

％

4,494 百万円

(350.0)

標準財政規模（平成２４年度）

将来負担比率

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

債務負担行為支出予定額（B)

28,000

財政力指数（平成２２年度～平成２４年度）

経常収支比率

0.736

86.9

[19,479]

[0.693]

[88.0]

[22,514]

百万円

[5,921]

[2,886]

[14,930]

％

15,066

実質公債費比率

③主要指標（平成２３年度）

実質赤字比率

－

－

％

％

[63.6]

9.1

15.7

13.93,394

－

(25.0)

12.79

[10.4]

)

)

17.79(

－

％

△ 333

－38.8 －

連結実質赤字比率

うち繰出金 2,824 －

3.9

△ 26.3

△ 8.9

△ 412

普通建設事業費

82

すくすく医療費助
成扶助費

県道つくば野田線から県道取手豊岡
線を連絡する都市計画道路の一部区
間（約３．７Km）の新設道路を整備す
る。

老朽化した水海道西中校舎の建替工
事及び震災によって使用不能となった
石下西中校舎・体育館の建替工事を
実施する。(

西幹線道路（鹿
小路細野線）整
備事業

水海道西中学校
及び石下西中学
校建設事業

H18
～

H26

－

H23
～

H26

・健全化判断基準

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

11.7

565
(H25)

H25
～

H26

3,794

地方債現在高（A) 百万円

百万円

＜主要課題＞
・一部事務組合の一元化
・圏央道ＩＣ周辺等の産業用地創出事業
・水海道庁舎建設事業
・市内全域の防災行政無線の整備
・小中学校の耐震化
＜特色ある行政＞
・筑波大学との包括連携協定による官学連携事業
・中学校3年生までの医療費の一部助成
・放射性物質による健康影響検査費用の一部助成（甲状腺エコー
検査）
・インフルエンザ菌b型・小児肺炎球菌ワクチンの乳幼児への接種
・高齢者用肺炎球菌予防接種（70歳以上の高齢者等対象）
・子宮頸がんワクチンの中学1,2年生への接種
・全小学校区における放課後学童クラブ

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

1,811

60
(H25)

マル福制度で所得制限を越えた小児
及び小学4年生から中学校3年生まで
の医療費の一部を助成する。（小学校
6年生までから拡大）

H22
～

常総市役所水海
道庁舎建設事業

東日本大震災により，大きな被害を受
けた水海道庁舎旧庁舎の建て替えを
行う。基本理念は「市民が集う，親し
みがある庁舎」。

3,710

②今後の主要課題・特色ある行政等

圏央道インターチェンジ開通に向け
て，市の都市づくり構想再検討を含め
た基本計画を策定する。

H24
～

産業用地創出事
業

7
(H25)

うち補助

投資的経費

11.6

4.7

その他の経費

1,151

9,466

3,839

2,215

うち単独
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